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１ 中山間地域等直接支払交付金
【日本型直接支払交付金事業（中山間地域等）】

農山村振興課

生産条件の不利な中山間地域等において、省力化技術の導入により効率的に営農を継

続できる環境の整備を支援する。

１ 事業内容

(1) 対象地区 上川内第２集落協定（由利本荘市鳥海 対象面積56ha）

(2) 助成内容 ドローンの導入、オペレーター養成等に係る経費

(3) 交付単価 地目にかかわらず６千円／10ａ（上限 4,000千円）

２ 事業主体

農業者等

３ 予算額

３，３５５千円 国庫支出金 ３，３５５千円

負担金補助及び交付金 ３，３５５千円

４ 事業年度

平成２７年度～令和元年度

【参考】日本型直接支払交付金事業（中山間地域等）の予算概要

単位：千円

事業内訳 予算現計 補正額 補正後

中山間地域等直接支払交付金 842,252 3,355 845,607

市町村等推進事業 15,375 － 15,375

県推進事業 1,500 － 1,500

計 859,127 3,355 862,482
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２ 産地課題解決実証事業（新規）
【スマート園芸加速化事業】

園芸振興課

産地の課題解決のため、ＩＣＴ等の先端技術を活用した新たな営農技術の導入に向けた

取組を支援する。

１ 事業内容

(1) 実施内容

ア 能代市中沢地区

・ 日本なし園地における、センサーカメラと電気柵による鳥獣害対策

・ 温湿度等センシングによる虫害防除

イ 大仙市中仙地区

・ ＡＩ潅水施肥システムによるトマトの栽培管理

・ 温湿度等センシングによる病害防除

(2) 助成対象 実証ほの設置に係る資機材費及び借上料 等

(3) 補 助 率 定額（上限 2,000千円／地区）

２ 事業主体

農業者、普及指導組織等により構成される協議会

３ 予 算 額

３，９９４千円 国庫支出金 ３，９９４千円

負担金補助及び交付金 ３，９９４千円

４ 事業年度

令和元～３年度

【参考】スマート園芸加速化事業の予算概要

単位：千円

事業内訳 予算現計 補正額 補正後

先端技術実証普及事業 5,597 － 5,597

スマート農業普及推進事業 1,151 － 1,151

産地課題解決実証事業 － 3,994 3,994

計 6,748 3,994 10,742
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３ 農業用ハウス強靱化緊急対策事業（新規）

園芸振興課

豪雨や台風、大雪等が多発する中で、農作物等の被害を軽減するため、農業者の防災ス

キルの向上を図るとともに、農業用ハウスの補強対策等を支援する。

１ 事業内容

(1) 被害防止技術講習会の開催等

農業者の防災スキルの向上を図るため、被害防止パンフレットの作成及び講習会を

実施する。

(2) 既存ハウスへの被害防止対策の実施

農業者自らが行う農業用ハウスの補強対策等を支援する。

ア 助成対象 農業用ハウスの補強、防風ネット・融雪装置の設置

イ 実施地区 ４地区（にかほ市、仙北市、三種町、美郷町）

ウ 補 助 率 １／２以内

２ 事業主体

(1) 県

(2) 市町村

３ 予 算 額

４，４１１千円 国庫支出金 ４，４１１千円

(1)： ５００千円 旅費、需用費等 ５００千円

(2)： ３，９１１千円 負担金補助及び交付金 ３，９１１千円

４ 事業年度

令和元～２年度
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４ 初動防疫体制強化事業
【家畜防疫体制強化事業】

畜産振興課

本県の養豚場に豚コレラウイルス等が侵入するリスクを低減するため、県内の空港にお
いて靴底消毒を実施する。

［事業実施の背景］
・ 国内での豚コレラ発生が継続し、終息が見通せない状況。
・ 昨夏以降、アフリカ豚コレラが中国等アジア地域で猛威を振るい、国内への侵入リ

スクが高まっている。
・ 伝染病の発生防止には、水際から農場まで多段階での取組が必要。

１ 事業内容
(1) 実施箇所 秋田空港及び大館能代空港
(2) 実施内容 空港での靴底消毒マットの設置

２ 事業主体
県

３ 予算額
７９９千円 一般財源 ７９９千円

需用費 ５２７千円
委託料 ２７２千円

４ 事業年度
令和元年度～

【参考１】豚コレラ発生状況 【参考２】靴底消毒マットの設置状況
（秋田空港）

・発生件数 25件
（岐阜県15、愛知県10）

・殺処分頭数 103,535頭
（令和元年６月５日時点）

【参考３】家畜防疫体制強化事業の予算概要
単位：千円

事業内訳 予算現計 補正額 補正後
家畜疾病診断精度管理対策事業 1,652 － 1,652
初動防疫体制強化事業 7,030 799 7,829

計 8,682 799 9,481
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５ 土地改良区施設・財務等管理強化支援事業
【土地改良区体制強化事業】

農地整備課

土地改良区において貸借対照表を作成するため、資産評価業務を支援する。

１ 事業内容

(1) 助成対象 土地改良区が管理する土地改良施設の資産評価（国営造成施設を除く）

(2) 補 助 率 定額

２ 事業主体

秋田県土地改良事業団体連合会

３ 予算額

２１，５００千円 国庫支出金 ２１，５００千円

負担金補助及び交付金 ２１，５００千円

４ 事業年度

令和元～２年度

【参考１】土地改良施設数

機場 樋門 水路※

ダム･ため池 頭首工 農道※ 合計
(用水・排水) (用水・排水) (用水・排水)

800 502 946 318 5,751 2,215 10,532

※ 水路、農道については3.3㎞を１施設として換算（国の基準による）

【参考２】土地改良区体制強化事業の予算概要

単位：千円

事業内訳 予算現計 補正額 補正後

土地改良区施設・財務等管理強化支援事業 17,886 21,500 39,386

土地改良区統合整備促進事業 5,476 － 5,476

農業水利管理体制強化支援事業 3,825 － 3,825

計 27,187 21,500 48,687

-6-



６ 林業成長産業化総合対策事業

林業木材産業課

森林資源の循環利用を通じて林業の成長産業化を図るため、低コスト安定供給体制の構

築や木材加工流通施設の整備など、川上から川下までの取組を総合的に支援する。

１ 事業内容

(1) 持続的林業確立対策事業

ア 高性能林業機械等整備事業

製材工場や合板工場等に原木を低コストで安定的に供給できる体制を構築するた

め、高性能林業機械等の導入を支援する。

・ 実施内容 高性能林業機械等の整備（６社９台）

・ 補 助 率 １／３以内、４／10以内

イ コンテナ苗生産基盤施設等整備事業

コンテナ苗を低コストで大量に生産できる体制を構築するため、苗木生産施設の

整備を支援する。

・ 実施内容 コンテナ苗生産施設の整備（２社２施設）

・ 補 助 率 １／２以内

(2) 木材産業等競争力強化対策事業

木材製品を安定的・効率的に生産できる体制を構築するため、木材加工流通施設の

整備を支援する。

・ 実施内容 木材乾燥機の整備（２社２基）

・ 補 助 率 １／２以内

(3) 事業推進事務費

・ 実施内容 県の指導監督に要する経費

２ 事業主体

(1)のア ：林業経営体

(1)のイ ：苗木生産者

(2) ：木材加工企業

(3) ：県
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３ 予算額

９５，３６４千円 国庫支出金 ９４，１１６千円

一般財源 １，２４８千円

(1)：７２，８０７千円 負担金補助及び交付金 ７２，８０７千円

(2)：２０，０６１千円 負担金補助及び交付金 ２０，０６１千円

(3)： ２，４９６千円 旅費、需用費等 ２，４９６千円

４ 事業年度

平成３０年度～

【参考】林業成長産業化総合対策事業の予算概要

単位：千円

事業内訳 予算現計 補正額 補正後

持続的林業確立対策事業 300,000 72,807 372,807

間伐材生産・再造林促進事業 300,000 － 300,000

高性能林業機械等整備事業 － 66,475 66,475

コンテナ苗生産基盤施設等整備事業 － 6,332 6,332

林業成長産業化地域創出モデル事業 10,000 － 10,000

木材産業等競争力強化対策事業 － 20,061 20,061

事業推進事務費 － 2,496 2,496

計 310,000 95,364 405,364
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７ 森林整備及び木材産業振興臨時対策基金返納事業（新規）

林業木材産業課

木材産業振興臨時対策事業（木質バイオマス発電施設資金融通事業）を活用して整備し

た木質バイオマス発電施設への補助金について、資金融通の交付条件に基づき、その相当

額を国へ返納する。

１ 事業内容

今年１月に（株）大仙バイオマスエナジーの発電施設が竣工し、２月から売電が開始

されたため、納付計画に基づき今年度から補助金相当額を国へ返納する。

(1) 対 象 者 （株）大仙バイオマスエナジー（大仙市協和稲沢）

(2) 返納期間 令和元年～令和１４年度（１４年間）

(3) 返納方法 年度内に、県を通して補助事業者から国へ納付

(4) 納付計画

納付年度 返納額

令和元～１３年度 ４０，７００千円／年度

令和１４年度 ４０，９００千円

計 ５７０，０００千円

２ 事業主体

県

３ 予算額

４０，７００千円 繰入金：森林整備及び木材産業振興臨時対策基金 ４０，７００千円

償還金、利子及び割引料 ４０，７００千円

４ 事業年度

令和元～１４年度

【参考】木質バイオマス発電施設資金融通事業の概要

・固定価格買取制度を利用する木質バイオマス発電施設の整備に必要な資金の一部を

融通

・資金融通を受けた補助事業者は、発電が開始され売電収入のあった年度の翌年度か

ら、納付計画に基づき、融通された資金の全額を国へ返納
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８ 再造林定着促進事業
【次代につなぐ再造林促進対策事業】

林業木材産業課

森林施業の集約化や新たな低コスト造林技術の導入により、再造林を実施する林業経営

体を支援する。

１ 事業内容

森林資源の循環利用を図るため、再造林の更なる促進に向けて、林業関係団体から寄

附の申し出があったことから、事業実施面積を拡大する。

(1) 対 象 者 林業経営体

(2) 助成対象 低コスト化による再造林の実施

事業量 40ha（170ha→210ha）

(3) 補 助 率 定額（150千円／ha以内）

２ 事業主体

林業経営体

３ 予算額

６，０００千円 寄附金 ６，０００千円

負担金補助及び交付金 ６，０００千円

４ 事業年度

令和元～３年度

【参考１】林業関係団体による寄附の概要

・ 寄附者 秋田県森林組合連合会 代表理事会長 佐藤 重芳

秋田県素材生産流通協同組合 理事長 兼子 富市

・ 寄附額 6,000千円（各3,000千円）

【参考２】次代につなぐ再造林促進対策事業の予算概要

単位：千円

事業内訳 予算現計 補正額 補正後

再造林定着促進事業 25,500 6,000 31,500

再造林普及推進事業 530 － 530

計 26,030 6,000 32,030
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９ 秋田県森林環境譲与税基金積立金（新規）

森林整備課

森林の有する公益的機能の維持増進を図るため、市町村が実施する森林整備や人材育成
に係る施策に対する支援等に充てる資金として、「秋田県森林環境譲与税基金」を造成す
る。

１ 基金の使途
(1) 市町村が実施する森林整備等の支援
(2) 森林の整備を担うべき人材の育成及び担い手の確保
(3) 森林の有する公益的機能の普及啓発 等

２ 予算額
９０，０００千円 一般財源 ９０，０００千円

積立金 ９０，０００千円

３ 事業年度

令和元年度～

【参考１】森林環境税及び森林環境譲与税の概要

(1) 森林環境税（令和６年１月１日施行）

ア 納税義務者等 国内に住所を有する個人に対して課する国税

イ 税 額 1,000 円／年（個人住民税の徴収事務と併せて徴収）

(2) 森林環境譲与税（平成31年４月１日施行）

ア 譲 与 総 額 森林環境税の収入額（全額）に相当する額

イ 譲 与 先 市町村及び都道府県

ウ 使 途 市 町 村：間伐や人材育成及び担い手の確保、木材利用の促進

や普及啓発等の森林整備及びその促進に関する費用

都道府県：森林整備を実施する市町村の支援等に関する費用

エ 譲 与 比 率 市町村９割、都道府県１割（経過措置あり）

オ 譲 与 基 準 譲与額を各自治体の私有林人工林面積（５割）、林業就業者数

（２割）、人口（３割）で按分して配分

カ 使 途 の公 表 使途（決算額）について、インターネット等により公表

【参考２】令和元年度予算における基金の充当案
単位：千円

事業名 事業費 充当額
森林・林業雇用総合対策事業 105,617 27,701
「オール秋田で育てる」林業トップランナー養成事業 33,336 21,459
秋田県森林経営管理制度推進事業 20,144 19,263
森林情報利活用ステップアップ事業 21,577 21,577

計 180,674 90,000
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